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答 申 書 

 

令和５年２月 24 日付け伊国企第 86 号で諮問された伊豆国市公共施設再配置

計画の見直しに関する事項について、当審議会委員が事務局から事前説明を受

け、２回の審議会を開催し慎重に審議を重ねた結果、下記のとおり答申します。 

 

【諮問事項】 

⑴ 計画策定後の施設の利用状況や建物施設の劣化状況、社会情勢の変化など 

を踏まえた公共施設再配置計画の見直しに向けたあるべき考え方 

⑵ 見直しが必要と判断される各施設における最適な再配置の時期や手法な 

 ど 

 

記 

 

答申事項１ 

「計画策定後の施設の利用状況や建物施設の劣化状況、社会情勢の変化などを

踏まえた公共施設再配置計画の見直しに向けたあるべき考え方」について 

 

１．公共施設再配置計画の一部見直しに向けた考え方について 

今回の公共施設再配置計画の一部見直しの検討に当り、重点を置くべき考え

方について、現行計画と比較し下記のとおり整理した。 

 

（１）現行計画の考え方 

平成 29 年度の当初の計画策定の際は、考え方の方向性として「延床面積

の削減」に重点を置いた。 

このため、建築後 30 年の大規模改修期に施設の再配置を行うという考え

方も積極的に取り入れて検討を行った。 

案 資料２－１ 



また、自治会や関係団体などへの民間移管の手法についても積極的に取り

入れて検討を行った。 

 

（２）計画の一部見直しに当たっての考え方 

   今回の一部見直しでは、考え方の方向性として、「延床面積の削減」だけ

でなく、建物のハード面、利用ニーズ、施設の運営状況などを踏まえた「施

設の有効活用」にも重点を置くこととする。また、立地する地域の環境や社

会情勢の変化への対応も重要である。 

今後も有効に利活用が見込まれる施設や市が所有し維持管理する必要が

ある施設などについては、施設の長寿命化を含め更新等が必要となる時期ま

で利活用することを念頭に計画の見直しを検討する。 

 

２ 上位計画との関係 

上位計画である公共施設等総合管理計画において設定した延床面積 25％削

減という目標値は、今後 30 年間に市が保有する公共施設を全て保有するもの

として推計した 1 年当りの更新等費用と、公共施設整備に使ってきた 1 年当

りの投資的経費の差額である 7 億円（30 年で 210 億円）を削減しようとする

ものであり、財政上の課題に着目して設定した目標値となっている。 

  特に、本市は合併により重複した機能を持つ施設が複数あることから、今後

の人口減少や人口構造の変化がもたらす市民ニーズの変化や財政状況の見通

しを踏まえ、市の公共施設を適正な保有量にしていくための長期的な目標を

掲げる必要がある。 

  一方で、再配置計画における取組の中では、財政的な効果のみに着目するの

ではなく、個々の建物の築年数や構造等のハード的な側面、施設を通じて提供

される行政サービス（事業）の面等に着目して、再配置の検討を進める必要が

ある。 

また、施設に対する市民ニーズや施設の運営状況を踏まえ、安全に施設の利

活用が可能であると見込まれる段階において施設を廃止することは早計であ

る。 

  このことから、公共施設等総合管理計画における延床面積 25%の削減目標は

市が目指すべき目標として継続する。 

しかし、社会情勢の変化や市民ニーズの変化が生じた場合などの際には、柔

軟に計画を見直しすることとする。 

 

３ 再配置の進め方における取組概要について 

再配置計画書Ｐ186 の取組概要の 10 行目以降に「なお、再配置後において



は、行財政改革推進委員会を開催し、前年度までの進捗状況などを報告すると

ともに、再配置による施設コスト削減や利用者の満足度に関するモニタリング

結果などにより、再配置の成果について評価します。この評価結果は、再配置  

後のサービス・利便性などの改善や、他施設の再配置の取組みに反映するなど、

ＰＤＣＡサイクルによる検証及び改善に努めながら継続的な取組を推進しま

す。」と記載している。 

  しかしながら、再配置の実施については、個別施設の事情を踏まえ、その時

に取るべき手法を検討し実施することになる。 

施設の再配置は市だけで実施するものではなく施設の関係者や市民などと

調整し行うものであることから、その再配置に関して適切な個別の評価は困難

であることが、進捗管理の過程で判明した。 

  このため、再配置後の取組みにおけるＰＤＣＡのＣｈｅｃｋ（評価）につい

ては、「前年までの再配置の実施状況を市民へ公表する」ことにより進捗の管

理を行い、必要に応じて計画を見直しすることとする。 

 

答申事項２ 

「見直しが必要と判断される各施設における最適な再配置の時期や手法など」

について 

 

 別紙１「公共施設再配置計画見直し(新旧対照表)」のとおり 

 ※今回の資料としては添付しておりませんが、答申の際には第１回審議会資

料の３－１～３－14 と第２回審議会資料１－１～１－２を統合したものが

別紙 1となる予定です。 


